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○城内委員 人権救済機関を設置したらお金がどれだけ

かかるのかと私は何度も何度も質問しているんですけれ

ども、大ざっぱな数字すら出てこないんですね。 

 大臣は、十月二十五日の法務委員会で私の質問に対し

て、人権擁護局の人権擁護施策について年間約三十億円

の費用がかかると。これは、人件費を除いて、要するに

給与を除いて多分人権啓発等にこれだけかかっていると

いうことですが、実際幾らかかるのかというのは、やは

り費用対効果もあります。私は、よもや、これは法務省

のＯＢの天下り先として、法務省のＯＢの人権ならぬ人

件費を捻出して救済する機関、国民の人権救済機関じゃ

なくて法務省のＯＢの方々の人件費捻出救済機関になる

んじゃないかなと。非常に皮肉を込めて言っているんで

すけれどもね。 

 まず、人件費も含めて、どれだけの組織をつくって幾

らお金がかかるのかというのを、これは三条委員会なん

ですから、強力な権限を持っている機関ですから、何か

人権擁護局の隅っこに机を一つ並べてという話じゃない

わけですから、それをはっきりと出していただきたい。 

 そして、本当にそんなどでかい組織をつくって、人を

いっぱい、そして給与を手当てして、でも年間一、二件

しか相談に来ないなんということになったら、これは公

務員のまさに人件費捻出救済機関みたいになってしまい

ますから、私はこれは冗談で言っているんじゃなくて、

まずこういうことにもっと真剣に皆さんの方で理論武装

してくださいよ。そういう説明が全くないから、こんな

のは必要じゃないという声がインターネットを初め国民

の中から出てきているんですよ。 

 大臣、どうですか。 

 

○平岡国務大臣 どれだけの費用がかかるのかというこ

とについて言えば、今現在、新しい組織をつくる場合の

組織権限の詳細とか、あるいは救済手続のあり方とか、

引き続き検討を要する事項が少なくないので、今検討を

進めているという状況のもとでございます。予算や人員

に関しては、関係省庁との協議が必要であることから、

確定的なことは申し上げられないということは御理解い

ただけるんだろうというふうに思います。 

 確定的なことは申し上げられないということを前提で

お答えいたしますれば、この前、八月に法務省政務三役

で基本方針というものを示させていただきました。それ

を大まかに、ある程度こんなことになるんではなかろう

かということを想定しながら申し上げるわけであります

けれども、現在の法務省の人権擁護局の所掌事務をすべ

て新たな人権救済機関が所掌することになれば、新たな

機関の設置に伴って人権擁護局は廃止されることになる

であろう。そして、人権救済機関の地方組織については、

基本方針において、全国の法務局、地方法務局及びその

支局の組織の活用、充実を図ることとしている、その方

針に沿って今検討を進めている。さらに、基本方針では、

全国の人権擁護委員についても、現在の委員及びその組

織体を活用し、活動の一層の活性化を図るものとしてい

るということでございます。 

 そういうことで考えますれば、新たな人権救済機関の

予算や人員については、既存の組織を改廃、活用する方

向での検討状況を踏まえて、これから引き続き検討して

いくことになるわけでありますけれども、せんだって私

が申し上げましたように、平成二十三年度の法務省の人

権関係の予算は、人件費を除いて約三十三億円というこ

とであり、人権担当職員の定員が二百六十二名というこ

とでございますので、これに人件費一人当たりどのぐら

いかというのを掛ければ、二十億円程度ぐらいなのかな

というふうにも思います。合わせれば五十三億円、これ

が平成二十三年度でありますけれども、今私がるる申し

上げたような仕組み、あるいは人員というものを考えて

いきますれば、この数字と大きく変わるようなことは余

りないであろう。 

 先ほど、委員が法務省のＯＢの人件費捻出救済機関で

はないかというふうに言われましたけれども、ＯＢとい

うふうに言われた趣旨がよくわかりませんけれども、特

にＯＢをこの組織のために新たにどんどん取り込んで、

そこに人件費を払っていこうという発想は、今の検討の

中では特に私としては聞いていないところでございます。 

 なお、先ほど九月十二日のインタビューと言ったのは、

九月十三日の間違いでございますので、訂正させていた

だきます。 

 

○城内委員 ですから、今大臣まさにおっしゃったのは、

既存の組織を使って、それで人権擁護局を廃止してとい

うようなお話がありましたけれども、やはり人が足りな

ければ、例えばＯＢの活用も含めていろいろと、では、

裁判員みたいに人権救済機関の職員を急に抽せんで選ぶ

んですか、そうじゃないと思いますよ。やはり法務省の

ＯＢとかそういった方々も含めて、これははっきり言う

と焼け太り作戦のような感じですから、そういうことを

実際やるのかどうかということをちゃんと国民に提示し

ていただいてやっていただかないと、私は国民の理解は

得られないというふうに思っております。 

 そしてまた、既存の組織を使うというのであれば、ど

こが政府から独立した機関なのか。形だけ、形式的に独

立しているように見えても、実際は、人権擁護局はその

まま廃止になって、新たな巨大な人権救済機関という組

織ができて、人員がふえて予算もふえているということ

を多分目指しているんじゃないかなと私は推測をします

けれども、そうしたとしても、やはりきちんと、どうい

った組織をどの程度つくるのかという、財務省に要求す

る概略ぐらいは示していただきたいなと思います。 


